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日本（案） 米国 ケアンズ･”トプ カナダ ＥＣ 北欧
ＩＴＥ宜甘
との関係
･立甘の構成を蹄ま
えつつ、ＯＥＣＤの
考え方も導入
･宜目の栂成を
蹄鯉
･立甘の栂成を
閉製
･宜甘中の「樽
通的過剰」の
解ｉＷを強鋼
･立百の欄成を蹄ま
えつつ．ＯＥＣＤの
考え方も導入
対象品目 ･展林水産物． .且林水産物(飲料も含む）
.且函物 ･展産物（良産
加加品を含FC）
．（展産物）
対
収
描
匝
関
整
扮
矼
輸
出
入
補
助
金
検疫
･ウェーバーを含む
全ての輸入鯛整措
匝及びＩＭＩ出禁止等
の鞠11(椎Hf
･輸出補助金、貿易
歪曲翻助金（基盤
整偏、社会保障、
研究開発、災惑復
１日､普及等を除外）
･動植物検疫
・ウェーバーを
含む全ての鮪
入胴慾措個
､全ての補助金
(生産中立的
支持、扱助を
除く）
･左'二同じ
･全ての輸入Iけ
五（閲悦を念
ｂ）
･楢過飼笠、災
裡楓１日、ｕl根
所19支持、ｉＷ
質促巡を除く
全ての知助金
･左'二同じ
`全てのアク
セス１，t壁
．H働廻曲知
助金（内容
は交渉nJJII）
･直接所1\支持
を除く貿易盃
IIIl推武,
･麺こ同じ
･市埆アクセス（110
税、解徴金．救迅
１６１限）
･輸出抑助金、iir易
歪曲補助金
･左に同じ
交渉方法
及び
交渉内容
(1)輸出補助金の煉結
(2)輸出入画銘描冠
(ｱ)輸入飼婚掘恩
･１１条２鋼C)の見矼
しとアクセスの保
陣
･食料安全保障によ
る例外の設定
･可変課彼金の合法
化とアクセスワX吊陣
(ｲ)翰出嬢止条狐の見
通し
(句関税…リクエスト.
オファー方式
(３１補助金
、輸出補助金･･･禁止
(ｲ)貿呂盃曲補助金
･削減若しくは運営
の改善
(運営の改曹のだ
めのコード作り）
･過剰農産物に対す
ろ補助金…1980年
レベルにもどす
(輸出している扮合）
･商品取挺等の活用
(4)検疫…原KII的にH2
ぬられる。手銃皀
等をガットに通報
(1)堀１段階('8８
年末）
･全ての保硬描
Ⅱを１１fullする
針四千段、こ
れに鑑づく削
滅計画の合近
(2)第２段階（1０
ヶ年）
･輔１段階で合
なした削滅lｆ
画の実施
１３)検疫
･統一的蜆11Ｉの
策定
･加工猫巾の腕
(1)凧lUMiI凪('8８
年末～改革lｆ
画間姑まで）
･全ての拍皿の
現状猟紬
･例､助金の、漣
･アクセスの改
啓
(2)改革叶凹の実
行(10ヶ年）
･全ての袖伍の
全而自由化に
向けての改革
ｉｆ画の合窓と
実行
(3)検疫
･統一的現ⅡＩの
筑定（こｵLが
困雌な場合は
恩彫卿を斌少
化）
(1)初期段階
(秤を例示）
･現状の凍祐
･貿易歪曲梱
当(TDE)の
×％削域
(2)斌鋒目擦
．－定期IlU内
での全ての
１５湿の撤廃
(1)第１段階（短
期間）
･igi品協定の強
化（酪展、紐
物、砂矧H）
84/85年度水
準まで貿易歪
曲投囮をlFl減
(穀物､米､砂
概､油科種子．
酪展、牛肉）
(2】第２段階（合
埋的期1ｍ）
･貿易盃曲按湿
の悠詞的削減
･国貿のアクセ
ス改善、ルー
ルの見血し等
(1)碗争的現境改善愉
旺
(､即時的措固('88年
末）
･供給過剰な良産物
…輸出国による生
産ｷﾘ畝簸のﾛﾘ波、
生巌、の６１１限等
(ｲ)展藁禰助金
･浦助金付輸出丘の
削減．貿凪葱曲補
助金の削減
(2)市場アクセス改善
拍沮
、保綬描冠等の交渉
(ｲ)アクセスの改善…
リクエスト・オフ
アー方式
･関税・課徴金の引
下げと観貯の拡大
･可変課徴金の適用
避準の合意
(ウリガット規徹の強化
･11条２項(C)の見血
Ｌとアクセス保柾
(3)検疫…無差別Zn用
の砿ug、貿易障壁
とＬないこと錘ｳ束．
回魔堪定との風和
ＰＳＥの
取扱い
･PSEは利用しない ･類似のものを
目棉として利
用
･剛似のものを
手段・モニタ
ーとして利用
･貿易豆曲相
当(TDE)を
目楓として
利用
･団蟹した7SＥ
を交渉手法と
して利用
･ＴＤＥを目
ターと
閲廃途卜
国の扱い
･Hf週推冠をZ:める ･優遇抽矼を狸
める
．優過
ぎ忠
惜肛を ･発展段階に応
じた優遇扮沼
を醒める
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ていない国についての規制などの，いわばこれらの品目について国際的な協
定を強化することがめざされる。その他の措置については，1984／85年度の
水準にまで穀物，米，砂糖，油料種子，酪農品，牛肉についての貿易歪曲措
置を削減することがめざされる。次いで第２段階（合理的期間）においては，
世界市場の不均衡の原因になっている貿易歪曲措置を協調的に大幅に削減す
ることがめざされる。こうした２段階アプローチによって実現されるであろ
う世界市場の安定のもとで，世界価格や為替変動を考慮しつつ，国内農業支
持，対外保謹，さらに輸出補償の上限設定についての交渉が可能となる。ま
た，補助金の適用条件､農産物需要拡大措置，国家機関やマーケティングボー
ドによるアクセスおよび競争条件，各国の約束の履行についてのサーベイラ
ンスなどに関するガット・ルールの改善が必要である｡農業支持政策の協調
的削減のためには，各国の農業助成の計測手段についての合意が必要である
が，一定の改良をおこなえばＰＳＥ指標を利用できる。以上がＥＣ提案の要
点である。
（４）ノルディック・グループ（北欧）案
北欧諸国（フィンランド，アイスランド，ノルウェー，スウェーデン）の
提案は，まず，速やかに（1988年末を目標とする即時的措置として）供給過
剰の農産物について，輸出国が保障価格などの生産刺激策の削減，生産制限
などをおこなうことを求めている。次いで，交渉全体の目標として，１）農
業補助金については補助金付き輸出量の削減、貿易歪曲補助金の削減によっ
てガットのルールと規律を強化すること，２）市場アクセスの改善について
は関税，課徴金，数量制限いずれについても保謹のレベルを引き下げる措置
が講じられるべきであるとしている。関税と輸入課徴金については，引き下
げおよび上限設定が合意されるべきこと，輸入割当は，生産制限および市場
アクセスの義務について明確化（ガット第11条の明確化）が必要であるとし
ており，全体としての農業保謹水準の引き下げのためにはその計測手段が必
要であるが，ＰＳＥ指標を為替・価格変動を考慮し，生産を刺激しない支持
策を除外するなどの改良をおこなって利用することができようとしている。
（５）日本提案4）
わが国の新ラウンド農業交渉についての主張は，東京サミット，ＯＥＣＤ
－２８－
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閣僚会議などをつうじて，そのかぎりでは一貫して，「農業に関する国際的ルー
ルの整備は，農業の特殊性に配慮しておこなうべきである」というものであっ
た。同時に，農業交渉だけの突出や，早期妥結（アーリイ・ハーベスト）に
も交渉戦略上反対するというＥＣと共通する立場をとってきた。アメリカな
どからせかされるかたちで昨年12月末にようやくまとめられ’本年２月の農
業交渉グループ会議に提出された提案の要点は，以下のとおりである。
まず，農業交渉の一般的前提として，「各国の農業は，その置かれた経済的，
社会的諸条件の下で食糧の安定的供給の確保，環境保全あるいは雇用全般等
の純経済的ではない社会的及びその他の要請に応じた役割を果しているもの
であり，このような農業の重要な役割にも十分画蝋する必要がある」こと，「農
産物の貿易は，エ業産品の場合と異なり，…輸入国としてもその供給の大部
分を海外に依存することが困難であることにも十分な配慮をすることが不可
欠である」といった，農業の有する特性に配慮して，「輸入国及び輸出国の権
利及び義務のバランスに配慮しつつ，農業貿易の一層の自由化を達成し，輸
入アクセス及び輸出競争に影響を与える全ての措置を，強化され，かつ，効
果的な運用をもたらすガット規則及び規律の下に置くことが重要な課題であ
る」としている。
こうした基本的立場にもとづいて，具体的には，以下のような提案となっ
ている。
１）緊急措置として，主要輸出国による輸出補助金の凍結をおこなうこと。
２）輸出入調整措置として，
ａ・関税のリクエスト・オファー方式による引き下げないし撤廃，ｂ・
ウェーバーを交渉の対象とし，輸入制限措置に関する「新しいルール」
の下に置く，ｃ・「11条２項（ｃ）（ｉ）にもとづく輸入制限については，
現下の農産物の貿易，取引の実態，各国の政府措置の多様性，食料自給
率の著しく低い国の国民生活の維持にとり不可欠な基礎的食料の国内生
産の安定を図る必要性並びに農産物輸出国に対する安定した市場アクセ
スの保証に配慮しつつその規定ぶりにつき所要の改善を図る必要がある｣，
。、可変課徴金と最低輸入価格制度についてのガット規定の明確化，
ｅ・「現行ガット条文においては，輸出面における数量制限の一般的廃
－２９－
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止の例外である食料等の危機的な不足時における食料等の輸出禁止・制
限の場合には，輸出国の一方的利益が極めて優先されており，輸入制限
がミニマム・アクセス義務等厳しい義務を課せられているのに比較しバ
ランスを欠いている。従って，輸出数量制限の一般的禁止の原則の例外
について輸入面の例外を勘案しつつ見直す必要があろう」と，輸出禁止
条項の見直しによるいわば「食糧供給保証」を求める。
３）補助金については，
ａ・輸出補助金の段階的撤廃，
ｂ、その他の補助金については，農産物貿易〈の安定`注の維持・発展に
たいして障害にならないよう削減ないしは運営の改善をはかり，構造的
過剰農産物のたいする補助金については，５年以内に実質ベースを1980
年レベルにまで引き下げるべきである。
４）さらに主要農産物の構造的過剰の発生や貿易の歪曲の再発を防止する
ため輸出価格に対する規律を商品取極などを活用して強化すべきだとし
ている。
５）さらにこうした提案の実施のためには農業支持政策を総合的に計量す
る手段は不用であり，ＯＥＣＤの開発になるＰＳＥ指標は「各国の農業
の保謹水準を測定し，比較することを目的にしたものではない。加えて，
ＰＳＥは食糧の安定供給の確保，国土・環境の保全，地域の均衡ある発
展等の多様な農業政策の目的及び各国の異なる農業を取り巻く諸条件の
違いを含んでいない」のであって，「ＰＳＥあるいは，ＰＳＥ類似の総合
的計量手段をウルグアイ・ラウンドの農業交渉の手段として用いるのは
困難」であると主張している。
（２）アメリカとＥＣの厳しい対立とわが国の困難な位置
「主要国．グループの農業提案」の主張の間には相当の差があって，とく
にアメリカとＥＣとの厳しい対立から，今後の農業交渉の多難さをうかがわ
せるに十分である。
当のアメリカがガット交渉の難航を前にして，多国間交渉にたし､する関心
を薄れさせ，二国間交渉を通じて個々の貿易相手国への市場開放要求を強め
-３０－
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ているともされている5)．アメリカが追求する二国間交渉の当面の最大の標的
がわが国であることは，最近の日米牛肉・オレンジ自由化交渉によくしめさ
れている。ただし，この日米二国間交渉については，アメリカが新ラウンド
にたし､する関心を弱めているというより，この二国間交渉で日本に輸入課徴
金を許さないかたちで牛肉・オレンジの自由化を認めさせれば，それ自体が
新ラウンドで対ＥＣとの交渉で大きく優位に立てるという交渉戦略の￣環と
考えるべきであろう。
さて，アメリカの10年間で農業補助を全廃するという農産物貿易完全自由
化案は，連邦財政赤字の削減をせまられているレーガン政権が政府の農業補
助金支出の削減を議会や農業団体の反発を押えて実施するには，アメリカ１
国だけでなく，多国間で協調しておこなう農業保護削減であるという大義名
分が必要であること，またＥＣやわが国の全面的市場開放によってアメリカ
農産物輸出の再活性化の道を開く展望を国内にしめさざるを得ない状況を反
映している。
ただし，アメリカ提案の10年間で完全自由化をめざすという交渉戦略その
ものは，けっしてレーガン政権がはじめて考えついたものではない。すでに
東京ラウンドに言いして，アメリカ政府（ニクソン政権）が検討した農産物
貿易交渉戦略（1972年に策定された国際経済問題担当大統領補佐官の指導に
なるいわゆるフラニガン報告）が，完全自由化の目標に到達するために，主
に「穀物一飼料一畜産物部門」貿易の政策選択として「たとえば10年間，５
段階での輸入制限撤廃」という計画とスケジュールの設定をおこなうことが，
アメリカにとって最大の利益となると勧告していた6)。今回のアメリカ提案は，
こうしたいわばガットの多角的貿易交渉におけるアメリカの交渉戦略の歴史
的蓄積を基礎にしていることについて注意を払うべきであろう。もちろん，
このアメリカ提案の考え方が，アメリカ議会や農業関係者から100％の支持を
得ているものではけっしてないことは言うまでもない。
また，今日の世界の農業保護政策の現状からすれば乱暴ともいえるアメリ
カ提案は，ケアンズ・グループのバックアップも得ており，農業交渉をリー
ドし続ける可能性が高い。ケアンズ．グループ提案について，「1988年アメリ
カ経済白書」は，「アメリカの提案に対する反応はとても勇気づけられるもの
－３１－
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だった゜…カナダとケアンズ・グループ（"非補助金，，国を自己宣言している
国々の非公式な組織五先進国および発展途上国の主要な輸出国が含まれる）
による提案も，アメリカの提案と一致していた。こうした提案は，カナダと
ケアンズ．グループが，今回のＧＡＴＴラウンドではアメリカと共同歩調を
とるという明確なシグナルであった」としている7)。
アメリカのこうした提案にたいして，真っ向から反対の立場を表明したの
がＥＣ提案である。それ自身の主張によれば，ＥＣ提案は「プンタデルエス
テやＯＥＣＤさらにベネチア・サミットでの合意にもとづく最；も現実的な提
案である」８》・アメリカの「'0年間で全ての農業保護措置を全廃する」という
提案は，ＥＣに言わせれば，非現実的な提案であり，ＥＣ農業問題担当アン
ドリーセン委員によれば「すべての農業保議を全廃するなどということが出
来もしなければ，望ましくもないことが認められ，世界の農業貿易をより規
律的なものにするというガットの目標に一致する方向での当面の前進を各国
がめざさなければ，ガット協議は実りのある改革を実現できないであろう」９）
ということになる。
ＥＣ提案は，２段階アプローチによる農業支持政策の協調的削減を提案し
ながらも，その基本点は一定の農業保護の維持を前提として，過度の貿易歪
曲措置については是正すべきであるが，商品協定の強化をはじめ,一層の規
律・秩序をもちこむ方向でｉ農産物貿易の安定化と競争緩和を実現すべきだ
とする立場である。このような改革提案にたいして，アメリカは「管理貿易」
をめざすものとしてきわめて激しい批判をおこなっている'０)．ｌ
域内農業を共通農業政策によって一定水準において維持することが，そも
そもの存立条件となっているＥＣにとっては,「ＥＣ12カ国は，すべての農業
補助を撤廃するということでは一致出来なかった」(ＥＣ委員会レグラス農業
交渉グループ代表）１１)のであって,ＥＣ財政にたいする農業関係支出の削減
をめざす改革と，過剰農産物の生産削減を各国の厳しい利害対立を調整しな
がら実施せざるをえないＥＣの提案は，それ自体が各国間の利害調整と妥協
のなかから生みだされたものである.
いずれにしろ，新ラウンド農業交渉は，アメリカ案とＥＣ案との対立を主
軸として協議が重ねられることになる。
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これにかかわって，注目すべきは次のことである。
これまでのガット・ラウンドでも，農産物交渉に関しては，アメリカとＥ
Ｃとの間に基本的対立があり，それが交渉の中心問題であった。ケネディ・
ラウンドでは，ＥＥＣの共通農業政策のi開始（1962年）に対抗して，アメリ
カはＥＥＣ農業市場へのアクセスの確保を求め，関税の一括引き下げ要求と
ともに，穀物や食肉などについては商品協定の締結を主張した経過がある。
他方で，ＥＥＣ側は，この時にはＭＳ方式一一価格支持，輸入数量制限，課
徴金，国家貿易，不足払いなど農産物についての支持を全体として一つの概
念として指標化（malginofsupport）して，それを国際的にパインドしよ
うという提案一一で，アメリカに対抗するとともに，「小麦，粗粒穀物牛肉，
乳製品，砂糖，油料種子などの主要農産物については，国際商品協定によっ
てその問題の解決を図る」（1964年２月の第２回農業委員会での提案）という
提案をおこなっている'2)。
しかし，この後，1970年代の東京ラウンドになると，アメリカは穀物・飼
料・畜産物の圧倒的国際競争力を基礎に，艇産物貿易の完全自由化の主張を
おこなうようになる。ただし，その際にも，これに加えて，穀物過剰在庫に
たいする国際備蓄制度一備蓄の負担を輸出国だけでなく輸入国にも義務づ
けるというのがアメリカ提案の核心であった－を交渉戦術的に提案した。
これにたいしてＥＣは，ケネディ・ラウンドでのいわば世界市場組織化案（Ｐ、‐
posalfOrMarketOrganization）を継承して，東京ラウンドでは国際商品
協定の拡充によって農産物貿易の協調的規律を求める立場をとった。こうし
て，今回の新ラウンドで一層鮮明になる自由貿易対国際商品協定という対立
の図式がほぼできあがったのが東京ラウンドであったとみられるのである。
こうしたもとにあって，わが国の提案はどうか。
わが国の提案を，輸入国の立場を鮮明に打ち出したものとして基本的に評
価する論評が国内でみられる。しかし，農業交渉の現場では，日本提案の発
表が昨年12月末にずれこんだことにたいする批判はさておき，日本提案が「世
界農業貿易の改革のための交渉や計画にたいして不熱心であることをしめし
ている」１３)ものとして論評された。さらに，本年２月の農業交渉グループの
会合では，日本提案を支持したのは，ジャマイカ，韓国など若干の農産物輪
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入国にとどまり，アメリカ，ＥＣ，ケアンズ゛グループはいずれも，「日本提
案は農産物輸入国の立場だけを強調しており，日本提案によれば，輸入国は
あらゆる例外措置を享受すべきだということになり，これはすべての負担を
輸出国の肩に負わせるもの以外のなにものでもない」’4)という趣旨の批判を
おこなったようである。
わが国のガット農産物交渉における態度については，食糎輸入大国として
のわが国の立場がきわめて特殊的であって，これまでのラウンドも「国際的
な農産物貿易と関連食樋・農業政策の望ましいあり方とについて自国のポジ
ションと調和する総合的な見解を主張したことがなかった」ところの，いわ
ば「アメリカとＥＣとの谷間で無原則の原則」の立場にとどまるものであっ
たとされている'5)。
今回のわが国の提案についても，いぜんとして「無原則の原則」なる批判
があたっているとしなければなるまい。新ラウンド準備過程では，一貫して
わが国の主張の要点であった「農業の特殊性に配慮した国際ルールづくり」
は，提案では，農産物貿易の一層の自由化の方向でのルールの明確化を求め
るものとなり，しかもそれは輸出国にたいしてよりも輸入国の輸入制限にた
いして総体的に厳しいガット規定のバランスの改善を求めるものとなってい
る。わが国の主張を，同じく農業の特殊性を主張するＥＣが，農業摩擦を商
品協定の強化をふくむ農産物貿易の協調的規制と管理によって緩和する方向
を提示しているのに比較すれば，それは明らかにアメリカの要求に引きずら
れた農産物貿易の自由化・自由貿易主義への傾斜であろう。また輸出国に対
してもガット規定を強化することを求めるというのは，なるほど食樋輸入大
国ならではの発想ではある。しかし，それが農産物貿易の国際協調にもとづ
く組織化の一環として提案されたのではなく，自由貿易主義を前提にしたも
のとしては，今日の世界で国際的に公正な要求であるとはけっしてみなさな
いであろう。わが国の提案は，残念ながら新ラウンド農業交渉をリードして
いくものとはなりえていないとせざるをえない。
〔注〕
１）アメリカ提案については，アメリカ大使館広報・文化交流局報道部資料BACKGROL
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Agriculmre-EconomicAspectsp-232によった。
２）ケアンズ・グループ14か国とは，アルゼンチン，オーストラリア，ブラジル，カナ久
チリ，コロンビア，フイジー，ハンガリー，インドネシア，マレーシア，ニュージーラ
ンド，フィリピン，タイ，ウルグアイである。
３）ＥＣ提案については，ECInforTnation(Bmsse1s,７０ctoberl987),UruguayRound：
CommissionmakesPmposalsofAgriculturebutstressestheglobalNature
oftheNegotiationsによった。
４）わが国の提案については，農林水産省「農業交渉における日本提案」（昭和62年12月２６
日）によった。
５）山沢逸平「アジア太平洋ガット創股を」（｢日本経済新聞｣，1988年４月８日）参照。
６）「アメリカの農産物貿易交渉戦略一フラニガン報告一」（｢のびゆく農業」419-420,
1974年３月）参照。
７）前掲「アメリカ経済白轡｣，211ページ。
８）CommissionofEumpeanCommunities，TheAgriculturalSituationinthe
Communityl987Report,Brussels，1988,Ｐ118.
9）FinancialTimes,Ａｐｒｉｌ８,1988.
10）ＥＣ提案について，「1988年アメリカ経済白齊」は次のように述べている。「ＥＣ諸国や
日本は，農産物の自由化努力にたいして抵抗することが予想されていた。しかし，１０月
のＧＡＴＴ会議では，ＥＣは補助金の多国間引き下げや生産と所得支持の分離を支持し
た。ＥＣはまた，予想されたように，自由貿易への動きに反するような供給コントロー
ルやマーケット・シェアリングなど，数多くの短期的な政策を持ち出した。しかし，全
体としては，彼らの提案は交渉を頓挫きせるほどのものではない｡」（前掲「アメリカ経
済白番1988｣，211ページ。
11）FinancialTimes,October27,1987.
12）農政調蚕委貝会「日本の農業167日本の農産物貿易問題｣，２５ページ。
斎藤高広「農産物貿易と国際協定｣，御茶の水密房，1979年，６５ページ。
13）FinancialTimes,January5,1988.
14）LosAngelesTimes,Febmaryl7,1988．
なお，日本提案にたし､する「アメリカ経済白懸」の見解は，以下のとおりである。「日
本は補助金の段階的な引き下げには合意したいとしたものの，現存する輸入障壁のいく
つかはそのまま継統したいと協鯛した。日本やその他の国は，すでに彼らは主要な農産
品の輸入国になっているので，彼らの生産補助金や輸入障壁は重要な問題ではないとい
う鍍論をした。だ城もしそうした補助金がなければ，彼らは疑いなくもっと多くを輸
入しただろう。日本は，工業製品の主要な輸出国として，ウルグアイ・ラウンドから多
くのメリットをうることを理解している。農業保漣へ向けた日本の国内の政治圧力は強
い力《しかし自由貿易の流れに加わらなければならないとする国際的，国内的な圧力も
また大きい｡」（｢前掲番｣，211ページ）
15）吉岡裕「先進国農業政策の今日的課題－_わが国の価格支持政策との関連において」（農
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政調在委員会「主要先進国における農業政策鬮蚕分析報告轡」昭和59年３月)，１１ペー
ジ以下。
Ⅳ国際的「農業鯛整」の方向はどのようなものであるべきか
（１）国際的「農業調整」の方向に関して
ＯＥＣＤや世界銀行をはじめ多くの国際機関・機輔は，いまいっせいに農
業保謹の国内経済におよぼす効率性の損失（domesticefficiencyloss）や，
農産物貿易におよぼす国際価格の引き下げや国際市場の不安定化とならんで，
農産物貿易の自由化がもたらす効率性の利益（efficiencygains）の大きさ
を計量的に実証することによって，農業の国際分業と農産物貿易の自由化を
求める論陣をはることに熱中しているように見える')。また，これら国際機関
のエコノミストたちが好んで援用するのが，現代の農業保謹批判理論の構築
をめざして国際的共同研究を「めざましく」展開している新古典派農産物自
由貿易理論である。
ところで，戦後の先進諸国における農業保漣体制については，１９世紀末の
大不況のもとで高まったドイツやフランスなどに代表される輸入関税による
国内農業保護運動（第１波)，1930年代の大恐慌のもとでの広範な非関税措置
を利用する国境措置と国内での農産物価格支持政策とが一体化された農業保
護体制の強化（第２波）に次ぐ，第３波の農業保謹主義だとする理論が国際
農業経済学界の主流をしめてきた。この理論はまさに「農業保護主義の波動
論」であって，「農業保謹主義」がくりかえされる傾向のあることを強調する
理論であるとともに，自由貿易と比較優位にもとづく農業の国際分業の促進
を主たる処方菱とするところに基本的特徴がある。
またこの議論は、1930年代の大恐慌のもとで成立する国家独占資本主義農
業保謹政策が，第２次世界大戦後の新しい世界農産物市場条件のもとで一層
の展開を見せたことを反映していることはいうまでもない。
しかし，こうした「農業保謎主義の波動論」は，国際的農業摩擦が激化し
たそれぞれの画期において，とりわけ第１次世界大戦以降については，摩擦
の緩和をめざして農産物貿易の国際的協調を強める方向で「農業調整」の歴
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史的経験が蓄菰されていることをほとんど無視しているといってよかろう。
それらのいわば初期の国際協調による「農業調整」が，期待された成果をあ
げられなかったことがそれを許しているということでもある。
ガット新ラウンドの農産物交渉が開始されていらい，とりわけ顕著になっ
たのは，アメリカの提案する完全自由化を100％支持するかどうかはともかく，
農産物貿易の自由化の方向にしか国際的「農業調整」の方向は見いだせない
として，ＥＣの提案にふくまれるような国際商品協定をも活用する農産物貿
易の「管理貿易（managedtrade)」化の方向での「農業調整」を激しく論
難する論陣がはられていることである。
たとえばｂアメリカ国際経済研究所での提言では，Ｈｉｔ界には小麦，コーヒー，
砂糖，錫など機能しなかった国際商品協定の残骸が散らばっている」のであっ
て，「農産物を管理する貿易協定がうまく機能するとは期待できない」として
いる2)。
こうした状況を見るとき，国際的「農業調整」の焦点となっているのは，
根本的には，農産物貿易における広い意味での管理貿易についての評価の問
題であるといってもよい。この点に関して，過去の国際的農業摩擦がどのよ
うに歴史的に調整されてきたか，そのなかで国際商品協定をはじめとして農
産物貿易において「協調的規律」を強化する方向で国際的処理をはかってき
た歴史をどのように評価し，また展望するかが決定的な問題となっていると
いえよう。
（２）国際協調による「農業調整」の歴史的蓄積
われわれ自身の農業保謹政策の歴史的研究においても，この問題は十分な
位置づけを与えられてこなかったようである。今後の研究に譲らざるをえな
い部分が多いが，さしあたり以下のような認鐡を提示しておきたい…
世界農産物市場をめぐる国際競争が激化し，農産物輸入国の高率輸入関税
制度の導入が国際経済関係を緊張させた19世紀末以降の，つまり独占資本主
義への移行期いらいの農業保謎政策史において,←国際協調による「農業調整」
として理解すべきものは以下のものではなかろうか。
まず第１に，1920年代なかばに発現する世界市場における穀物過剰のもと
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で，1924年に生まれたカナダ小麦プール（CanadianWheatPool）に代表
されるような，農業協同組合による自主的な「市場調整」理念と輸出秩序維
持対策（orderlymarketing）である。その直接的な目的が農産物輸出国側
からの輸出穀物価格の維持・安定化であり，1928年以降の世界市場価格の暴
落のもとでは，「穀物調整保管基金」の不足によって，政府に調整機能と管理
権限が集中されることにはなったとはいうものの，それが農産物貿易に秩序
を持ちこむという理念を背景としていたこと，しかもそれが国家によるので
はなく，まずは第１次世界大戦後大きく成長する協同組合運動によるとりく
みであったことは注目してよい3)。
第２に見落すべきでないのは，1930年代の各国の強烈な農業保謹政策の衝
突にたいして，国際協調による対立の緩和をめざしておこなった国際連盟の
一連の努力である。その代表的なものが1933年のロンドン通貨経済会議であ
り，それが見るべき成果をあげえなかった後の国際的経済対立の激化を抑制
するための一連の努力である。国際連盟経済委員会が農業貿易に関して発表
した報告書のなかで，たとえば1935年の「現段階における腱業保謹主義の高
まりについての諸考察」（LeagueofNationsEconomicCommittee，
ConsiderationsonthePresentEvolutionofAgriculturalPmtectionism，
Geneva,May20th,1935.）が最もまとまったものである。そこでは，当時
の農業保謹政策が極端に過度のものであって，国際貿易の正常化のためには
少なくとも（第１次）世界大戦前の「適正な」水準にまで緩和させるべきこ
とが勧告されている。また，戦前レベルの農業保激主義であるならば，それ
を「純粋経済理論の抽象的基準を適用するのはとくに好ましくない」とした
うえで，世界各国の農業・農民の髄かれた位霞を考慮するならば，「純粋経済
学の原理にもとづいて，農業のもつ特殊利害を否定することは不可能である」
のであって，「したがって，農業問題に自由貿易原理を適用しようと努力し，
いかなる形態の保漣も廃止しようと主張することは，現実感覚が欠如してい
ることをしめすことになろう」という見解がしめきれていたのである⑪。
第３に，国際連盟のこのような立場から具体的に勧告されることになった
のは，矛盾の集中した農産物に関する政府間協定による調整であって，実際
に政府間協定として締結されたものに，「国際小麦協定」（1933年８月）や，「砂
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糖の生産・販売に関する国際協定」（1937年５月）ある5)6)。
「国際小麦協定」は，輸出国の輸出量・作付面積の制限と輸入国の生産凍
結・関税引下げなどをとりきめたものであって，結果的には失敗に終わった
が，運営機関である国際小麦諮問委員会（のちに理事会と改称）が存続し，
戦後の小麦協定の母体となった。「砂糖の生産・販売に関する国際協定」は1937
年の国際砂糖会議で成立した。第２次大戦のために，正式発効はしなかった
が，これも戦後の協定の模範となったとされている。
第４に，これに続く戦後の国際商品協定の歴史である。
農産物についての国際商品協定のうち，国際小麦協定（1949年一）にはじ
まって，国際砂糖協定（1953年一)，国際コーヒー協定（1963年一)，国際コ
コア協定（1973年一)，国際天然ゴム協定（1982年一）などは，対象商品の価
格・数量の規制条項を有する協定（緩衝在庫，輸出割当，多角契約などによ
る）として成立をみたものである。国際小麦協定は1971年いらい，国際砂糖
協定は1985年いらい経済条項を失っており，また，国際オリーブ協定（1959
年一）や，国際ジュート・ジュート製品協定（1984年一）は当初から経済条
項を持たない協定として成立しており，これら国際商品協定の多くが期待さ
れた成果をあげえなかったことは事実であるにしても，その歴史を全て否定
するわけにはいかない。
ガット・ラウンドに関しても，ケネディ・ラウンドはその成果のひとつと
して，「国際穀物取極（IntemationalGrainsArrangement)」（1967年）の
締結を実現した。東京ラウンドもその成果のひとつであるとされている「牛
肉に関する取極」（ArrangementⅡ℃gardingBovineMeat）や「国際酪農
品取極」（IntemationalDairyProductsArrangement）などを実現して
きた。
第５に，今日では国際商品協定は先進国にとってだけでなく，むしろ発展
途上国の一次産品要求とのかかわりで，その一層の発展が求められているこ
とである。・
国際天然ゴム協定（1980年成立，８２年発効）は1976年のＵＮＣＴＡＤ総会
決議9３（Ⅳ）にもとづく一次産品総合プログラムのもとに成立した最初の商
品協定であって，生産国と消費国とが平等に負担する緩衝在庫方式と自動調
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節方式による価格規定をもって運営されている。その後の国際ジュート・同
製品協定や国際熱帯木材協定（1985年一）も，この一次産品総合プログラム
の具体化として成立した。さらに，国際ココア協定（1986年協定）の在庫シ
ステムは，一次産品総合プログラムの「国際的調整による国内在庫」を具体
化したものであるとされている。国際商品協定は古臭い過去の遺物どころで
はなく，まさに発展途上国の自立的経済発展に道を開く方向での国際協調的
「農業調整」にとっての意義をますます高めているとすべきであろう。
さらに，1974年の世界食糧会議における，主に国際的食柧備蓄による食糧
安全保障（ＦｏｏｄSecurity）の提唱についても，けっして忘れてよいもので
はないはずだ。
（３）わが国の選択すべき「農業調整」の方向
すでにみたように新ラウンド農業交渉におけるわが国の提案は，交渉をリー
ドし，その主張が共感を広く国際的に漣得していく展望をもっかのところ持
てていない。それは，とりもなおさず世界の農業と農業政策についての望ま
しいあり方をしめすことなしに，農産物輸入国としての食樋供給の安定の必
要性が主張されているために，「自国本位」であるという批判を浴びることに
なったとしなければならない。輸入国の食樋安全保障による例外を設定し，
輸出国に対して食椴供給の保証を求めるという主張を通すためには，交渉戦
術としては，アメリカの主張と対決し，ＥＣ提案との合流のもとに多数派形
成をするということである。
しかし，そのためにもいま必要なのは，あるべき農産物貿易理念としては，
国際商品協定の拡充をはじめとする諸措蔵の導入によって，国際的協調によ
る農産物貿易の規律強化をめざすこと，そのような方向を世界の農業と農業
政策の望ましいあり方として主張することである。
現代の国際的「農業調整」のあり方の問題は，比較優位にもとづく農業の
国際分業を肯定するか否かという問題としてではなく，すぐれて多国籍アグ
リビジネス企業が主導する方向での世界農業・食樋編制を肯定するか否かの
問題としてとらえねばならない。アメリカが主張するような農産物貿易の自
由化．農業の国際分業の促進は，まさに多国籍アグリビジネス企業の経営戦
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略が追求する「新たな世界農業・農産物貿易システム」づくりをバックアッ
プするものである．わが国の提案はそのような路線との対決姿勢を明確にし
ないかぎり，日本農業を守ることについての賛同を，先進国だけでなく発展
途上国をふくめて国際的に獲得することは困難である。日本政府のこうした
方向での政策転換がぜひとも求められている。
「自由化は経済問題というよりは，世界に統一社会を実現するための，戦
争よりは優れた政治手段とみることができる。世界はこれに前向きに取り組
まざるをえない趨勢にある」７)などといった，恐るべき「理論」が大手をふっ
てまかりとおっているだけに，このことを強調したいのである６
さらにつけくわえれば，とにもかくにも「第２次世界大戦後，資本主義諸
国が貿易上の利害をかけてたたかう主戦場となっている」ガットを軽視する
ことからは，われわれの期待する展望は生まれてこないであろう。
〔注〕
１）たとえば，世界銀行「世界開発報告1986」がその好例であろう。
なお，環太平洋協力委員会「２１世紀の太平洋協力」（時事通信社，1988年）の第10章・
農産物貿易「農業開発協力と農産物貿易ルール作りをいかに結びつけていくか」（原洋
之介）は，ほぼこの「世界開発報告1986」と同様の見解をしめしている。国際商品協定
をふくむ「農産物の国際貿易の組織化は，過去四半世紀の間には見るべき成果をあげて
こなかった」とし，「ウルグアイ・ラウンドでの農産物の新しい貿易ルールの作成にとっ
て段も基本的なことが，各国がその農産物貿易政策をＧＡＴＴの基本理念である自由貿
易体制に一歩でも近づける努力をすることであることは間違いない」と主張し，「農産
物輸入国，とくに先進国日本やＮＩＣＳ諸国」の輸入制限緩和を求め，途上国も「自国
だけでの食ｶﾞ､の自給達成策のもつコストをはっきりと鯉議しなければならないであろう。
国際市場をもっと活用する方向に，自国の農業政策を調整させることが必要であろう」
という方向での鯛整を「太平洋農業協力の課題」としている（156ページ以下)。
２）、､EHathaway,ｏｐ,Cit.,ｐ､142.
3）拙稿「ドイツにおける農業保鐘政策の史的展開と農業保護」（昭和62年科学研究費補助
金研究成果報告轡「農業保漣政策の現代的意義とその農業櫛造への作用に関する総合的
研究その３｣，研究代表者・太田原高昭，所収）を参照されたい。
４）拙訳「国際連盟・経済委貝会現段階における農業保霞主義の高まりについての諸考察
（１），（２）」（｢金沢大学経済学部論築」第６巻，第１号、1985年12月，および第２号，
1986年３月所収）
５）国際商品協定については，以下の諸文献を参照。
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金沢大学経済学部臘築第９巻第１号１９８８．１２
千葉泰雄「国際商品協定と一次産品問題｣，有償堂，1987年。国際連合多国籍企業研究
センター「食品ｶﾛｴ産業の多国籍企業」（加藤・杉崎謀大明堂，1988年)，６ｑ137ペー
ジなど。斎藻高宏「農産物貿易と国際協定」（御茶の水J野房，1979年）山本11F縞「現代
農業政策絵２農業政策の展開と現状｣，（第７章「国際農業政策」の展開と日本の役割)。
６）国際カルテルと国際商品協定についての1930年代の歴史的経験から，国際商品取引の円
滑化のために，商品協定を締結し，それを国際機関の監視下におくことを勧告したもの
にＥ、s、メイソンがある。EdwaZdSMason,ContmllingWorldTrade;Cartels
andCommodityAgr巴ements,１９４６（平岡・金川・木村共駅「国際カルテルと国際
商品協定｣，改訂版，文真堂，1977年)．これには，1945年12月６日の合衆国園迩省の文
野「世界貿易と屈用の拡大のための提案」（Ｕ､Ｓ､DepmtmentofStatQPmposals
fbrEXpansionofWorldTradeandEmployment）が付録として添付されている。
7）唯是康彦「農産物自由化ソフトランディング賎」（｢エコノミスト」1988年５月３．１０日
合併号，５１ページ)。
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